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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第108期
第２四半期
連結累計期間

第109期
第２四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 40,917 37,071 101,014

経常利益 (百万円) 581 1,751 7,336

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △1,332 1,461 4,211

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,371 653 4,935

純資産額 (百万円) 21,999 28,760 28,308

総資産額 (百万円) 93,288 89,463 107,028

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △16.12 17.67 50.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.3 31.9 26.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,513 17,871 4,565

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 390 △3 270

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,393 △6,641 △2,493

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 26,043 28,683 17,384

　

回次
第108期
第２四半期
連結会計期間

第109期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △13.06 12.04

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び主要な関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　
環境・エネルギー(国内)事業において、重要性が増したことから、ひたちなか・東海ハイトラスト㈱を連

結子会社としております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興関連需要などから、引き続き底

堅く推移してきましたが、欧州債務危機を巡る不確実性が依然として高く、中国を中心とする海外経済の

減速から企業の生産活動が弱まっており、先行きは不透明な状況にあります。

このような経済情勢の下で、安定的な電力供給のあり方が問われているなか固定価格買取制度が施行

されるなど再生可能エネルギーに注目が集まっており、当社グループの主要製品である廃棄物処理プラ

ント、国内外のバイオマス発電プラントなどのさらなる需要が見込まれております。当第２四半期連結累

計期間の業績としては、ごみ処理施設の大規模改修工事、災害廃棄物の仮設焼却炉建設工事、国内外のバ

イオマス発電ボイラなどを受注したことから受注高は50,554百万円となり、前年同期に比べ9,222百万円

（22.3％）の増加となりました。売上高については37,071百万円と、大型のごみ処理施設建設工事が大き

く進捗した前年同期に比べ3,845百万円（9.4％）の減少となりました。また、受注残高については91,643

百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間の損益面においては、売上高が減少したものの、リスク管理、コスト管理の

徹底に取り組んできた成果が現れており、営業利益は1,125百万円と前年同期に比べ985百万円

（700.0％）の増加となり、経常利益は1,751百万円と前年同期に比べ1,170百万円（201.4％）の増加と

なりました。また、前年同期は訴訟損失引当金繰入額を特別損失に計上しておりましたが、これらの訴訟

の解決もすすんでおり新たに多額の訴訟損失が見込まれる状況にないことから特別損失が大きく減少

し、四半期純利益でも1,461百万円と前年同期に比べ2,794百万円の大幅な改善となりました。

なお、当社グループの売上高は、通常の事業形態として、上半期に比較して下半期が多くなる傾向にあ

ります。

　
セグメントの業績は、次のとおりであります。
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① 環境・エネルギー(国内)事業

ごみ処理施設の大規模改修工事、災害廃棄物の仮設焼却炉建設工事、バイオマス発電ボイラなどを受

注したことから受注高は36,559百万円となり、前年同期に比べ9,897百万円（37.1％）の増加となりま

した。売上高については25,147百万円と、大型のごみ処理施設建設工事が大きく進捗した前年同期に比

べ4,905百万円（16.3％）の減少となりました。

損益面では、リスク管理、コスト管理の徹底に取り組んできた成果が現れ、営業利益1,850百万円と前

年同期に比べ534百万円（40.6％）増加しております。

　
② 環境・エネルギー(海外)事業

東南アジアでのバイオマス発電ボイラを受注したものの、受注高は1,408百万円と前年同期に比べ

1,659百万円（54.1％）の減少となりました。売上高については1,946百万円と前年同期に比べ364百万

円（23.0％）の増加となりました。

損益面では、アジアでの事業拡大に向けた体制整備にかかる費用が発生しているなか営業利益111百

万円となりましたが、前年同期に比べ７百万円（6.5％）減少しております。

　
③ 民生熱エネルギー事業

主力製品である貫流ボイラ、真空式温水機の拡販のほか、既納入製品の保守契約の拡大、部品販売や

修繕等のメンテナンス需要の獲得に努めており、受注高は9,147百万円と前年同期に比べ96百万円

（1.1％）の増加となりました。また、売上高についても7,526百万円と前年同期に比べ97百万円

（1.3％）の増加となりました。

損益面では、営業損失６百万円となったものの、前年同期に比べ383百万円改善しております。

　
④ 設備・システム事業

半導体産業用設備の需要は引き続き低迷しているものの、建築設備の需要は増加してきており、受注

高は3,704百万円と前年同期に比べ869百万円（30.7％）の増加となりました。売上高については2,643

百万円と前年同期に比べ191百万円（7.8％）の増加となりました。

損益面では、営業損失65百万円となったものの、前年同期に比べ79百万円改善しております。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ11,299百万円増

加し、四半期末残高は28,683百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりでありま

す。

　
① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、17,871百万円の資金の増加（前年同期は14,513百万円の資

金の増加）となりました。これは主に、仕入債務の減少により11,337百万円減少となった一方で、売上

債権の減少により29,247百万円の増加となったことによるものであります。
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② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、３百万円の資金の減少（前年同期は390百万円の資金の増

加）となりました。これは主に、有形・無形固定資産の取得により214百万円の減少となった一方で、定

期預金の払戻により150百万円、投資有価証券の売却により67百万円の増加となったことによるもので

あります。

　
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、6,641百万円の資金の減少（前年同期は4,393百万円の資金

の減少）となりました。これは主に、短期借入金の返済により4,300百万円、長期借入金の返済により

2,098百万円の減少となったことによるものであります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配するもののあり方に関する基本方針を取締役会におい

て決議しており、平成22年６月29日開催の第106期定時株主総会において「当社株式の大規模買付行為へ

の対応方針」として承認されております。

その概要は以下のとおりであります。

　
① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配するもののあり方に関する基本方針

当社は、世の中が必要とするもの、世の中に価値があると認められるものを生み出すことで、社会に

貢献し、企業としての価値を高め、長期的な発展と、すべてのステークホルダーの満足を目指すことを

経営理念としております。したがって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配するものは、この理念

を理解したうえで様々なステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を、継続的に確保・向上させていくものでなければならないと考えております。

株式の大規模な買付行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益を明確に毀損

するもの、大規模な買付行為に応じることを株主の皆様に強要して不利益を与えるおそれがあるもの

等、必ずしも対象会社の企業価値、ひいては、株主共同の利益を確保し、向上させることにはならないと

思われるものも存すると考えられます。そのような大規模な買付行為に対しては、当社としてこのよう

な事態が生ずることのないように、あらかじめ何らかの対抗措置を講ずる必要があると考えます。
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② 基本方針の実現に資する取り組み

長期にわたって当社の企業価値を守りかつ着実に増大させてゆくためには、事業の発展のみならず

企業運営において明確なガバナンスが確立されていること、すなわち経営に対する株主の監督機能が

適切に発揮され、また執行者による業務執行の過程が透明で合理的・効率的でかつ遵法であることが

必要不可欠です。そのためにはコーポレート・ガバナンスの強化が当社にとって経営の最重要課題の

一つであるという認識のもと、内部統制システムの構築を行うとともに、コンプライアンス意識の徹底

を図るため「タクマグループ会社倫理憲章」及び「タクマグループ会社行動基準」を定め、全役職員

に配布し、啓蒙・教育に努めております。さらに内部通報窓口である「ヘルプライン」を社内及び社外

に設置し、社内通報制度を確立しております。

当社は今後とも、環境と熱エネルギー分野でのリーディングカンパニーとして競争優位を保ちつづ

け、中長期的な事業戦略に基づいた経営を継続する所存であります。

　
③ 不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止するための取り組み

本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とし当社の企業価値及

び株主共同の利益を明確に損なうおそれのある大規模買付行為に対し、下記のとおり、一定の対抗措置

を講じることを可能とすることを目的としたものであります。

当社株式に対して大規模な買付行為が行われた場合に、当社が設定した大規模買付ルール（大規模

買付者による当社取締役会への事前の必要情報提供、当社取締役会による一定の評価期間経過後の大

規模買付行為の開始）に則り、大規模買付者に対して大規模買付行為に関する情報提供を求め、その内

容を検討・評価し、当社取締役会としての意見を公開します。また、当社取締役会が必要と判断した場

合に、大規模買付者の提案の改善についての交渉、当社株主への代替案の提示を行います。

大規模買付ルールを適正に運用し、当社取締役会の判断の合理性、公正性を担保するために、取締役

会から独立した組織として、外部専門家等で構成する特別委員会を設置しております。特別委員会は、

大規模買付行為に関して、当社取締役会に対し、大規模買付者から提供された必要情報が十分である

か、不足しているかの助言及び対抗措置の発動の是非についての勧告を行います。

大規模買付者がルールを遵守しない場合、またはルールを遵守した場合であっても、大規模買付行為

が当社株主共同の利益を損なうと判断される場合には、当社株主共同の利益及び当社企業価値を守る

ことを目的として、特別委員会の意見を最大限に尊重した上で、大規模買付者による権利行使は認めら

れないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当を行うことができるものとします。

　
④ 本対応方針の合理性

(イ) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益

の確保、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。また、企業価値研究

会が平成20年６月30日に公表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の

内容にも十分配慮しております。
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(ロ) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、株主の皆様が適切な判断をする

ために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うことなどを可能とすること

で、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたもので

す。

(ハ) 株主意思を重視するものであること

当社は、平成22年６月29日開催の定時株主総会において、本対応方針の継続導入について承認され

ており、株主の皆様の意向が反映されたものとなっております。加えて、当社株主総会において本対

応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されることになり、株主の皆様の意

思が反映されるものとなっております。

(ニ) 独立性の高い社外者の判断を重視していること

当社は、取締役会の恣意的な対抗措置の発動を排除し、株主の皆様のために、本対応方針の運用に

際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立性の高い特別委員会を設置しております。

(ホ) 合理的な客観的要件を設定していること

大規模買付行為に対する対抗措置は合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されな

いように設計されており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本対応方針の運用が行

われる仕組みが確保されております。

(ヘ) デッドハンド型、スローハンド型の買収防衛策ではないこと

本対応方針は当社株主総会で廃止することができるとされており、デッドハンド型買収防衛策

（取締役の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社の取締役任期は１年であり、期差任期制を採用していないため、スローハンド型買収防衛

策（取締役の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防

衛策）でもありません。

　
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は287百万円であります。

　
(5) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修等の計画は、次のと

おりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

播磨工場
(兵庫県
高砂市)

環境・エ
ネルギー
(国内)

太陽光
発電設備

620 ― 借入金
平成25年
６月

平成25年
10月

発電出力
1,950kW
年間発電量
約2,000MWh

(注) 当社グループは、再生可能エネルギーの活用と環境保全の分野を主要事業領域と位置付けており、播磨工場の機

能集約により生じる遊休地を活用し、太陽光発電による電力供給事業を実施するものです。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 321,840,000

計 321,840,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,799,24887,799,248

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 87,799,24887,799,248― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

― 87,799 ― 13,367 ― 3,907
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,496 8.54

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,595 7.51

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

4,491 5.12

みずほ信託銀行株式会社  退職給付信
託  みずほ銀行口  再信託受託者  資
産管理サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランド  トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

3,820 4.35

タクマ共栄会 兵庫県尼崎市金楽寺町二丁目２番33号 1,715 1.95

ＰＩＯＮＥＥＲ ＦＵＮＤS
(常任代理人  香港上海銀行東京支店  
カストディ業務部)

４ RUE ALPHONSE WEICKER L
2721-LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

1,683 1.92

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,621 1.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,317 1.50

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号 1,135 1.29

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１番38号 1,008 1.15

計 ― 30,884 35.18

(注) １．自己株式を4,833千株所有しており、その発行済株式総数に対する所有株式数の割合は5.50％であります。

２．信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため、記載しておりま

せん。

     ３．平成23年９月20日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び共同保有者の６者連名で大量保有報告書が提出され

ており、平成23年９月12日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

ては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,317 1.50

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,028 4.59

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 189 0.22

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 93 0.11

国際投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 617 0.70

三菱ＵＦＪアセット・マネジメン
ト（UK）

Ropemaker Place, 25 Ropemaker Street,
London, EC2Y 9AN, United Kingdom 

112 0.13

計 ― 6,356 7.24

　

EDINET提出書類

株式会社タクマ(E01469)

四半期報告書

10/26



　
４．平成24年２月７日付で日本生命保険相互会社及び共同保有者の２者連名で大量保有報告書が提出されてお

り、平成24年１月31日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては

実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番12号 4,491 5.12

ニッセイアセットマネジメント株
式会社

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 149 0.17

計 ― 4,640 5.29

　

５．平成24年４月５日付でＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及び共同保有者の２者連名で大量保

有報告書が提出されており、平成24年３月30日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社としては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネジ
メント株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号
東京ビルディング

4,703 5.36

ジェー・ピー・モルガン・セキュ
リティーズ・リミテッド

英国、ロンドン、EC2Y 5AJ、ロンドン・ウ
オール 125

214 0.24

計 ― 4,917 5.60

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式   4,833,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式     284,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  82,477,000 82,477 ―

単元未満株式 普通株式     205,248― ―

発行済株式総数 87,799,248― ―

総株主の議決権 ― 82,477 ―
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② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社タクマ

兵庫県尼崎市金楽寺町二
丁目２番33号

4,833,000― 4,833,0005.50

(相互保有株式)
株式会社タクマテクノス

東京都中央区日本橋本町
一丁目５番６号

284,000― 284,000 0.32

計 ― 5,117,000― 5,117,0005.83

　

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,189 29,318

受取手形及び売掛金 49,253 20,805

有価証券 72 4

たな卸資産 ※1
 5,422

※1
 6,069

その他 3,961 4,607

貸倒引当金 △36 △26

流動資産合計 76,863 60,779

固定資産

有形固定資産 12,250 12,037

無形固定資産

のれん 1,399 1,272

その他 277 253

無形固定資産合計 1,677 1,525

投資その他の資産

投資有価証券 11,096 9,675

その他 5,748 6,060

貸倒引当金 △608 △616

投資その他の資産合計 16,237 15,120

固定資産合計 30,164 28,683

資産合計 107,028 89,463
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 31,942 20,436

短期借入金 16,958 12,662

未払法人税等 177 196

賞与引当金 1,683 1,614

製品保証引当金 322 349

工事損失引当金 41 64

訴訟損失引当金 1,210 690

その他 5,256 5,900

流動負債合計 57,591 41,914

固定負債

長期借入金 11,732 9,629

退職給付引当金 6,903 7,130

役員退職慰労引当金 218 201

負ののれん 1,697 1,290

その他 576 535

固定負債合計 21,127 18,787

負債合計 78,719 60,702

純資産の部

株主資本

資本金 13,367 13,367

資本剰余金 3,840 3,840

利益剰余金 13,557 14,858

自己株式 △3,600 △3,602

株主資本合計 27,165 28,463

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 971 213

繰延ヘッジ損益 15 △0

為替換算調整勘定 △104 △123

その他の包括利益累計額合計 882 89

少数株主持分 260 207

純資産合計 28,308 28,760

負債純資産合計 107,028 89,463
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 40,917 37,071

売上原価 33,552 29,126

売上総利益 7,364 7,944

販売費及び一般管理費 ※１
 7,224

※１
 6,818

営業利益 140 1,125

営業外収益

受取利息 44 44

受取配当金 143 231

持分法による投資利益 262 191

負ののれん償却額 406 406

その他 85 93

営業外収益合計 942 967

営業外費用

支払利息 296 240

その他 205 101

営業外費用合計 502 341

経常利益 581 1,751

特別利益

投資有価証券売却益 51 －

特別利益合計 51 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 28

ゴルフ会員権評価損 － 9

訴訟損失引当金繰入額 1,712 －

減損損失 236 －

特別損失合計 1,948 37

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,315 1,714

法人税等 6 246

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,322 1,467

少数株主利益 10 6

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,332 1,461
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,322 1,467

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △54 △758

繰延ヘッジ損益 △7 △30

為替換算調整勘定 12 △25

その他の包括利益合計 △49 △814

四半期包括利益 △1,371 653

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,364 668

少数株主に係る四半期包括利益 △6 △14
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,315 1,714

減価償却費 451 416

減損損失 236 －

のれん償却額 267 127

負ののれん償却額 △406 △406

投資有価証券売却損益（△は益） △51 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 28

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 △2

賞与引当金の増減額（△は減少） 119 △68

工事損失引当金の増減額（△は減少） △18 23

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 1,712 △520

退職負債の増減額（△は減少） 219 199

受取利息及び受取配当金 △188 △275

支払利息 296 240

持分法による投資損益（△は益） △262 △191

売上債権の増減額（△は増加） 20,521 29,247

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,014 △648

未収消費税等の増減額（△は増加） △277 37

その他の流動資産の増減額（△は増加） △316 △799

仕入債務の増減額（△は減少） △4,422 △11,337

未払消費税等の増減額（△は減少） △19 82

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5 △284

その他 40 9

小計 14,559 17,590

利息及び配当金の受取額 288 563

利息の支払額 △311 △232

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △22 △49

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,513 17,871
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △53 150

有形固定資産の取得による支出 △129 △202

無形固定資産の取得による支出 △23 △12

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 292 67

貸付けによる支出 △122 △135

貸付金の回収による収入 147 110

その他の投資の増加による支出 △16 △6

その他の投資の減少による収入 287 19

その他 8 4

投資活動によるキャッシュ・フロー 390 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,770 △4,300

長期借入れによる収入 150 －

長期借入金の返済による支出 △1,740 △2,098

自己株式の取得による支出 △0 △2

配当金の支払額 － △165

少数株主への配当金の支払額 △6 △46

その他 △25 △28

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,393 △6,641

現金及び現金同等物に係る換算差額 23 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,534 11,218

現金及び現金同等物の期首残高 15,509 17,384

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 80

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 26,043

※１
 28,683
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことから、ひたちなか・東海ハイトラスト㈱を連結の範囲に含

めております。

　

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．原価差異の繰延処理   季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までに

ほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産(その他)として繰り延べ

ております。

２．税金費用の計算   税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　
　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１  たな卸資産の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

商品及び製品 544百万円 584百万円

仕掛品 3,506百万円 4,043百万円

原材料及び貯蔵品 1,370百万円 1,441百万円

　

  ２  偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

なお、再保証をうけているものについては再保証額控除後の金額を記載しております。

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

㈱市原ニューエナジー 803百万円 ㈱市原ニューエナジー 728百万円

㈱エコス米沢 595百万円 ㈱エコス米沢 572百万円

㈱バイオパワー勝田 216百万円 ㈱バイオパワー勝田 180百万円

北海道地域暖房㈱ 31百万円 北海道地域暖房㈱ 25百万円

計 1,646百万円 計 1,505百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　
※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

給料及び手当 2,443百万円 2,331百万円

賞与引当金繰入額 650百万円 633百万円

退職給付費用 172百万円 175百万円

役員退職慰労引当金繰入額 33百万円 28百万円

　

  ２  売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）及び当第２四半期連結

累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

当社グループの売上高は、通常の事業形態として、上半期に比較して下半期が多くなる傾向にありま

す。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 26,826百万円 29,318百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △782百万円 △635百万円

現金及び現金同等物 26,043百万円 28,683百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

  該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

  該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 165 2.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 165 2.00平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

環境・
エネルギー
(国内)事業

環境・
エネルギー
(海外)事業

民生熱
エネルギー
事業

設備・
システム
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 29,8241,582 7,399 2,10940,917 ― 40,917

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

228 ― 28 342 600 △600 ―

計 30,0531,582 7,428 2,45241,517△600 40,917

セグメント利益又は損失(△) 1,315 118 △389 △144 900 △759 140

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△759百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△877百万

円及びその他の調整額117百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び

一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　
      当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

環境・
エネルギー
(国内)事業

環境・
エネルギー
(海外)事業

民生熱
エネルギー
事業

設備・
システム
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 24,9961,946 7,493 2,63437,071 ― 37,071

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

151 0 32 8 193 △193 ―

計 25,1471,946 7,526 2,64337,264△193 37,071

セグメント利益又は損失(△) 1,850 111 △6 △65 1,889 △763 1,125

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△763百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△849百万

円及びその他の調整額85百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

    １株当たり四半期純利益金額又は
    １株当たり四半期純損失金額(△)

△16円12銭 17円67銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益又は
    四半期純損失(△) (百万円)

△1,332 1,461

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益又は
    普通株式に係る四半期純損失(△) (百万円)

△1,332 1,461

    普通株式の期中平均株式数(千株) 82,682 82,684

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　
２ 【その他】

第109期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当について、平成24年11月12日開催の取

締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①  配当金の総額                                  165百万円

②  １株当たりの金額                               ２円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成24年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月12日

株式会社タクマ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    河崎  雄亮    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    黒川  智哉    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社タクマの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成
24年７月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９
月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タクマ及び連結子会社の平成24年９
月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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